
外国人留学生奨学金等支給支援事業実施要領 

 

令和２年10月１日２介第530号 

  

（趣旨） 

第１ この要領は、長野県地域医療介護総合確保基金事業（介護従事者確保分）補助金交付要綱

（平成27年７月10日付け27地福第319号、27介第210号。以下「交付要綱」という。）に基づ

き、介護分野の外国人留学生に対して、留学生の就労予定先の介護サービス事業者が、留学

生に対して貸与する奨学金に係る費用の一部を助成することにより、留学生が介護福祉士の

資格を取得し、県内で介護業務に就労することを支援する外国人留学生奨学金等支給支援事

業の実施について、交付要綱に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２ この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１) 日本語学校 

    出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令の留学の在留資格に

係る基準の規定に基づき日本語教育機関等を定める件（平成２年法務省告示第145号）で告

示された日本語教育機関をいう。 

 (２) 介護福祉士養成施設 

    社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項第１号から第３号ま

での規定に基づき文部科学大臣、厚生労働大臣又は都道府県知事の指定を受けた養成施設

をいう。 

(３) 留学生 

    在留資格「留学」で来日し、介護福祉士養成校の卒業年度に介護福祉士国家試験を受験 

する意思のある介護福祉士養成施設への入学を前提とした日本語学校の在学生（入学予定 

者を含む）及び介護福祉士養成施設の在学生（入学予定者を含む）をいう。 

 

（補助対象者） 

第３ この要領において補助金の交付を受けることができる者は、県内に所在する介護保険法

（平成９年法律第123号）に基づく指定又は許可を受けた介護サービス事業者及び介護福祉士

養成施設（以下「補助対象者」という。）とする。 

 

（補助対象事業） 

第４ 補助金の交付の対象となる経費は、補助対象者が留学生に対して貸与する次の各号に掲げ

る経費とする。 

(１) 日本語学校の留学生 

学費、住居費等生活費 

(２) 介護福祉士養成施設の留学生 

学費、入学準備金、就職準備金、国家試験受験対策費、住居費等生活費 

 

（補助対象外経費） 

第５ 次の各号に掲げる経費は、補助金の交付の対象外とする。 

(１) 他の補助金、奨学金等の交付を受けている又は受けることを予定しているものに係る

経費。ただし、他制度と重複しない部分に係る経費は補助対象とする。（例：留学生が

介護福祉士修学資金貸付事業を利用したが、生活費加算を受けず、住居費などの生活費

部分で、補助対象者からの奨学金の貸与を受け、補助対象者が本事業を利用する等） 

(２) 留学生が休学した場合の休学期間に係る経費  

(３) 卒業後等に返還義務を一切課さない給付型の奨学金等に係る経費 

(４) その他当該事業として適当と認められない経費 

 



（補助基準額及び補助対象期間） 

第６ 留学生１人当たりの補助基準額及び補助対象期間は、交付要綱に定めるもののほか、次の

各号、別表第３欄及び第５欄に掲げるところによるものとする。 

(１) 学費 

補助基準額を年額60万円とし、補助対象期間が１年に満たない場合は月割りで算出する。 

(２) 入学準備金 

補助基準額を20万円とし、留学生の在学期間を通じて１回を限度とする。 

(３) 就職準備金 

補助基準額を20万円とし、留学生の在学期間を通じて１回を限度とする。 

(４) 国家試験受験対策費 

補助基準額を４万円とし、留学生の在学期間を通じて１回を限度とする。 

(５) 住居費等生活費 

補助基準額を年額36万円とし、補助対象期間が１年に満たない場合は月割りで算出する。 

なお、住居費等生活費として、民間賃貸住宅の家賃のほか、食費・光熱費等日常生活上 

で継続的に発生する経費、通学等のための交通費等についても対象とする。 

また、受入介護施設等が現行の補助基準額を超えて介護人材の確保に向け積極的に支援 

を行ったと認められる場合に限り、次のとおり基準額の加算を行う。 

   ア 年額 24 万円以内の加算 

   イ 入居に係る初期費用等について、該当月に限り、月５万円以内の加算 

(６) 日本語学校の留学生に係る経費の補助対象期間 

１年間を限度とし、在学していることを証明できる期間に限る。 

(７) 介護福祉士養成施設の留学生に係る経費の補助対象期間 

正規の就学期間を限度とし、在学していることを証明できる期間に限る。 

 

（交付申請） 

第７ 補助金の交付等の手続に関しては、交付要綱に定めるもののほか、次の各号に掲げる 

書類を提出するものとする。 

(１) 介護保険法により介護サービス事業者又は介護保険施設として指定又は許可を受けた

ことを証する書類の写し（有効期限内のもの） 

(２) 奨学金の貸付規定等、貸付の条件がわかる書類 

(３) 留学生の在留カードの写し 

(４) 留学生の住民票の写し 

(５) 留学生と法人との雇用契約書等の留学生との関係を示す書類 

 

（交付の条件） 

第８ 補助金の交付決定に関しては、交付要綱に定めるもののほか、次の各号に掲げる条件を 

付するものとする。 

(１) 補助対象者は、留学生が介護福祉士養成施設卒業後１年以内に介護福祉士の登録を行

い、補助対象者が運営する県内の介護サービス施設・事業所で５年間継続して就労した

場合には、奨学金の返還を免除しなければならない。 

(２) 補助対象者は、貸与した奨学金について、返還を受けた場合、当該返還額のうち補助

金に相当する額を、県に返還しなければならない。 

（３） 補助対象者は、（１）の規定にかかわらず、奨学金の貸与を受けた留学生が、補助対象 

者が運営する県内の介護サービス施設・事業所で５年間継続して就労しない場合でも、

奨学金の返還を免除することができる。その場合には、奨学金のうち補助金に相当する

額を、県に返還しなければならない。 

ただし、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障のため業務に継

続して従事することができなくなったときなど、知事がやむを得ない事由があると認め

た場合には、５年に満たない期間に応じて、月割りで、補助対象者が補助金に相当する

額を、県に返還しなければならない。 



（４） (３)に該当する場合は、次の計算式により、月割により返還額を算出する。 

   返還額＝補助金交付額×｛（60 月-就労月数※）/60 月｝ 

   ※補助対象者において、留学生が就労を開始した日の属する月から、就労しなくなった

日の属する月までの月数 

（５） （１）、（２）及び留学生が貸与型奨学金により学費等の経費を支弁しようとする場合

の留意事項（平成 30 年３月法務省入国管理局）を踏まえ、補助対象者は、奨学金の貸付

規定を策定しなければならない。 

 

 （実績報告） 

第９ 実績報告書の提出にあたっては、交付要綱に定めるもののほか、次の各号に掲げる書類

を提出するものとする。 

 （１）日本語学校又は介護福祉士養成施設を卒業した場合は、卒業を証する書類の写し 

 （２）日本語学校又は介護福祉士養成施設に在学中の場合は、在学を証する書類の写し 

 

（補助事業完了後の現況報告） 

第 10 補助対象者は、補助対象年度の翌年度から、貸与を受けた留学生が、補助対象者が運営

する県内の介護サービス施設・事業所で就労を開始してから５年を経過するまでの間、当

年度における留学生の状況について、翌年度４月 10 日までに外国人留学生現況報告書（要

領様式第１号）に関係書類を添えて、毎年度知事に報告しなければならない。 

   ただし、貸与を受けた留学生が補助対象年度の翌年度においても本事業による補助対象

となる場合又は補助金の返還の決定を受け、当該補助金を既に返還した場合は、この限り

でない。 

  

附 則 

この要領は、令和２年 10 月１日から施行し、令和２年度の補助金から適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度の補助金から適用する。 



（別表） 

 

１ 区分 ２ 対象経費 ３ 基準額 ４ 補助率 ５ 対象期間 

日本語学校 
学費 年額 60万円以内 基準額の 

１／３ 
１年以内 

住居費等生活費 年額 36万円以内※ 

介護福祉士 

養成施設 

学費 年額 60万円以内 

基準額の 

１／３ 
正規の就学期間 

入学準備金 20万円以内（１回限り） 

就職準備金 20万円以内（１回限り） 

国家試験受験対策費用 4万円以内（１回限り） 

住居費等生活費 年額 36万円以内※ 

 

※ 受入介護施設等が現行の補助基準額を超えて介護人材の確保に向け積極的に支援を行ったと 

認められる場合に限り、次のとおり基準額の加算を行う。 

①年額 24 万円以内の加算 

②入居に係る初期費用等について、該当月に限り、月５万円以内の加算 


